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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、既存の移民研究を批判的に乗り越える新たな移民理論の構築をめざした。とり
わけ国民国家体制を相対化することを目的とした移民理論を「批判的移民理論」と名づけ、以
下の 4 つのアプローチから理論構築を行った。①移民管理をめぐる近代国家の合理性と権力装
置の分析、②現象学的共生論の考察を通じた「前国家的」な共生論の構築、③行為者の水準か
ら思考する新たな社会統合論の構想、④ケア関係からみるジェンダー包摂的なシティズンシッ
プ理論の探求。 

 

研究成果の概要（英文）： 

This study aimed at construction of new migration theories which overcome the previous 
researches of migrations critically. We named them "critical migration theories" with 
the meaning of migration theories aiming at especially relativizing nation-state systems, 
and built the theory from the following four approaches: (1)analysis of the rationality 
and machinery of power of the modern state which carries out immigration control, 
(2)theorizing conviviality beyond nation states based on consideration of the 
phenomenological theory of conviviality, (3)an idea of the new social integration theory 
from an agent's level, (4)pursuit of a gender inclusion citizenship theory from the 
perspective of care relationships. 
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１．研究開始当初の背景 

1980 年代半ばに本格的に始まった日本の
社会学的な移民研究は、「単一」に代えて「複
数」を前提とし、社会を完結した単位と捉え
るのではなく「境界」の変容に着目した分析

の必要性を説いてきた（宮島・梶田編 1988、
1991）。この議論は学界にも定着し、複数性
を象徴する用語として「多文化共生」が日本
独自の発展を遂げ、研究者のみならず国家機
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このこと自体は一定の進展といえるが、当
初の研究がもっていた批判的性格は失われ、
移民研究は多文化共生という与件の範囲内
で論を立てる現状追認的な性格を強めてき
たようにみえる。 

そこで本研究では、国民国家の｢内部問題
＝差異と平等｣と「外部問題＝境界と越境」
の解決に向けた、理論志向の移民研究を包括
的かつ批判的に再構築することをめざした。 

一方、社会状況においては、日本でも長期
的な移民受け入れが今後なされる可能性が
高くなっており、法制度に先んじて進む現実
から論を立てるという社会学の強みを生か
して、将来の対応に必要な包括的な指針を現
場から作りだす必要があるとも感じていた。 

研究活動と並行して移住者支援の NGOにも
関わっていた申請者らは、そうした指針の現
状への適合性を移民の現実から吟味するた
め、移民と近いところで活動する NGOと協働
してアクション･リサーチを行い、NGOによる
介入のもとで研究を進めるに至った。 
 
２．研究の目的 
 移民研究の立論を再考し、新たな研究の方
向性を提示するにあたって、本研究では分析
編と構想編の 2段階でプログラムを組み立て
た。 
 ちなみに、ここでの分析対象は、日本およ
び世界の移民がおかれた現実ではない。プロ
ジェクトの参加者全員が、現状の分析を個別
に行っており、それを前提としたうえで差異
／平等／境界／越境という 4つの次元に関わ
る既存の理論を俎上に乗せた。ただし、理論
の一般的な検討を自己目的化することなく、
日本の移民がおかれる現状を抉出するうえ
でどのような有用性と限界があるのかとい
う観点に絞って分析を加えた。 
 分析編の知見を踏まえて、新たな方向性と
理論的アプローチを提示するのが第 2段階と
なる。当初の見通しでは、国民国家の内部に
移民が突きつける問題を捉えるには、差異と
平等の両立という観点が前提になると考え
られた（Fraser）。そこで平等を明示的な構
成要素とする多文化主義と、差異を取り込ん
だ平等たる潜在能力（Sen）の最大化をマク
ロ・ミクロ指針として構想した。国民国家の
外部をめぐる問題に対処するには、越境する
現実に即して境界の敷居を下げつつ境界を
包摂的に再編成する必要があった。 
 
３．研究の方法 

本研究で用いたアクション・リサーチの手
法は、当事者が関与するという通念的なアク
ション･リサーチとは異なる意味合いをもつ。
通例のアクション･リサーチでは、被調査者
が調査主体となり、研究者はファシリテータ
ーとしての役割に徹することになる。研究者

は専門的な知識・情報を提供し、それを受け
て被調査者が変化することが前提とされる
が、ここでは被調査者からのフィードバック
を受けて研究者が変化するという逆の前提
をとる。 
これまで当事者および支援者は、いわば単

なる情報提供者としてしか扱われてこなか
ったが、実際は、研究の成果をフィードバッ
クすれば、プロの実践者の観点から研究者に
欠落しているものを指摘することができる。
そうした相互作用によって変化すべきは対
象者のみならず研究者の側でもあり、それに
よって現実に根ざした理論構築が可能にな
る。そうした認識を方法論の中に取り込む形
で、アクション･リサーチを進めていった。 
 
４．研究成果 
 プロジェクト独自のアクション・リサーチ
が展開できたことにより、分析編の目標はほ
ぼ達成できたと考える（アクション・リサー
チの具体的な内容については、各年度の研究
実績報告書を参照）。特定領域への特化、現
状追認的な性格、既存のパラダイムに対する
批判の弱さなど、従来の移民研究が孕みがち
であった負の側面をアクション・リサーチに
基づいた理論的分析によって抉出し、結果と
して次世代の移民研究が全体として何を課
題とすべきかという指針を提示できた。 
 その指針とはすなわち、方法論的ナショナ
リズムを打開する移民理論を新たに構想す
ることである。社会学の移民研究においては、
既存の政治的構築物としての移民をめぐる
現実が国民国家の関与を所与のものとして
扱う研究者によって再生産されるという構
造をもち、そうした研究自体が既存秩序を強
化する役割を果たしてきた。 
 そこで本研究では、こうした認識をもとに、
既存の移民研究を批判的に捉える移民理論
（「批判的移民理論」）を構想した。ここでい
う批判的移民理論は、特に国民国家ないし主
権国家体制を相対化することを目的とする
移民理論を指す。 
 国民国家と主権国家のどちらに焦点を当
てるか、それらをどのように相対化するか、
さらに方法論的ナショナリズムをいかなる
形で乗り越えるかは、それぞれのメンバーの
理論的展開によって異なる。以下は、このプ
ロジェクトを通じて練り上げられた批判的
移民理論の変奏である。 
 
(1)古屋によれば、現代の国際移民をめぐる
あらゆる認識・実践・言説を成立させるパラ
ダイムは、国家が移民を記述・記録し、それ
に働きかける際に機能する概念システムと
同一である。そのためこれまでの移民研究は、
自らの前提である国家の存在とその作用を
対象化・相対化し、思考する作業をほとんど



 

 

なしえなかった。 
 そこで古屋は、フーコーの権力理論を援用
しながら、国家とその作用の対象化を試みた。
その結果、移民をめぐる国家の諸実践の核と
なるテクノロジーとして、ヒトの同定・分類
の知的技法と追放という権力形態から構成
される「監視追放複合装置」を抽出した。 
 この「装置」について、古屋はその歴史的
成立の調査と構造的分析を進めた。また、こ
の「装置」を出入国管理行政や移民・外国人
政策の技術的基礎と限定的にみなすのでは
なく、①社会のさまざまな局面にある種の構
成原理として現れること、②とくに集合的主
体の構成への介入、③この装置のポストコロ
ニアルな性格、といった諸点についても検討
した。 
 
(2)挽地は、ゼノフォビア（外国人嫌悪）に
関する理論的・思想史的な先行研究とコロニ
アルな系譜を組み込む主権国家論の考察を
踏まえて、まず移民受け入れ国における排外
主義の台頭を分析した。具体的には、近代的
理性を重視するホスト国で情動的な排外主
義がなぜ巻き起こるのかという問いから、近
代国家と排外主義の関係性を「啓蒙の弁証法」
の観点から解読し、移民に対する排外主義の
出現は西洋近代が合理性を徹底化した結果
であることを導いた。 

啓蒙的理性が神話回帰の契機を胚胎した
ように、現代の排外主義もまた「自然」に回
帰しようとする理性の矛盾として現れてい
る。そこで、棄却行為や聖性をめぐる議論か
ら排外主義のメカニズムを分析する次の段
階に移った。その過程で、バタイユが「呪わ
れた部分」と呼ぶ聖なるものが現代の排外主
義の核心的要素であることを掴んだ。加えて、
1930年代の聖社会学の知見から、排外主義に
絡めとられている今日の聖なるものを、共生
的な生へのエネルギーに転移させるという
新たな移民理論構築の道筋も見出した。 

 
(3)樋口は、「共生」に関わる移民理論の検討
を進めた。議論の整理のために、分配と承認
という基準で共生概念を解剖し、分配的正義
の軽視を問題点として挙げた。その上で、承
認の主体（誰が誰を承認すると誰が決めるの
か）の問題を取り上げ、既存の共生論が後国
家的な性質を持ちながら国家の介在を前提
しないという矛盾にたどりついた。同時に、
国家の介在を前提しない方向を徹底させる
「前国家的共生論」の可能性を評価し、プロ
ジェクトの後半で検討を進めた。プロジェク
ト全体が、主権国家批判としての移民理論構
築という方向へ進んでおり、全体の方針を受
けたものでもある。その際、シュッツやバー
ガーらの現象学的社会学に手がかりを求め
たが、これらは前国家的性質の理論化に不適

合であった。結局、メルロ=ポンティの癒合
的社会性の議論を手がかりに、「自己と他人
とが共通の状況の中に融け合い、分れていな
い」なかで、前国家的共生のあり方を理論的
に考察した。 
 

(4)稲葉は、移民理論のなかでも社会統合理
論・言説の変化についての検討を進めた。社
会統合理論は、現実の政治状況に対応する必
要から、assimilation、integration、social 
cohesion など、さまざまな用語によって概念
規定が試みられてきた。もっぱら国民国家へ
の適応が前提とされてきたが、ポストコロニ
アルな政治状況が生じたことで、欧米では概
念の再検討が必要となった。日本では「社会
統合」が移民理論においても、現実の政策の
なかでも論じられることがなかったがゆえ
に、「統合」の裏返しとしての「排除」がさ
まざまな形で進行している。「排除」の概念
規定から出発して「統合」に向けた概念を構
築が必要であるという考察に至ったが、欧米
の「アンダークラス」論は分析概念として精
緻化されておらず、ウイリアム・ウイルソン
やロイック・ヴァカンのアンダークラス概念
のように文化的再生産論のように構造的な
側面からアプローチするだけでは、ミクロな
水準での個人の動態を考慮することに限界
があるという結論にいたった。そのため、行
為者の水準から「排除」と「統合」を考察で
きるフランソワ・デュベの「経験の社会学」
理論から考察を進めた。 
 

(5)髙谷は、在日移住女性のシティズンシッ
プをめぐる従来の議論を批判的に検討し、ジ
ェンダー包摂的なシティズンシップの可能
性を探った。在日移住女性をめぐっては、国
際結婚女性に対する家庭内や社会での抑圧
を指摘する研究が多かったが、それらの指摘
は「犠牲者としての国際結婚女性」という見
方を固定化させてしまう。この問題を受けて
近年に登場した研究は、「日本人の妻」とし
ての彼女たちのエージェンシーに着目して
いる。 
先行研究をサーベイした結果、①上記のエ

ージェンシー論は（日本人の）「妻」という
役割が抵抗カテゴリーとして機能する点を
評価していること。②ただし、女性を道徳的
な存在として是認することは、モラルエコノ
ミーと主権作用の結びつきを不問に付すこ
とになり、結婚の正統／非正統を基準にした
排除や階層化の影響を看過してしまうこと
を明らかにした。このような研究状況を踏ま
えて、髙谷は、子育てというケア役割からケ
アに基づくシティズンシップの可能性を探
求した。 
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